PAGE  
12

金子喜寿『租税法の基本問題』

値上がり益課税適状の時期：所得税法58条・法人税法50条の交換特例をきっかけに

立教大学　浅妻章如

1. 本稿の目的ときっかけ

　本稿の目的は、所得税法58条・法人税法50条のいわゆる交換特例の検討を通じて、値上がり益がいつ課税されるに適した状態になると感じられているか、考察することである
。原則として所得税法58条を念頭に置き、必要に応じて法人税法50条に言及する。

　資産に値上がり益がある場合、それを譲渡した時点で、譲渡所得として課税対象となる（所得33条）。この譲渡には交換も含まれる
。しかし、同種の固定資産と交換し従前の用途と同一の用途に供した場合、所得税法58条の要件の下で、課税繰延が認められる
。
　交換特例は、規定の構造上は所得税法33条の特例として位置付けられているが、交換や買換えに関する課税繰延規定は珍しいものではない
。法体系上は特例として位置付けられているものの、経済実体的には寧ろ人々の所得の捉え方に関する感覚が表れたもの（3.1.3参照）（実現という基礎概念の精緻化
、という表現もある）と見る余地があるかもしれない、と考えてきた。

　このようなことを考え始めたのは、或る裁判例に接してからである
。これは、社会福祉法人に土地を寄付する場合に譲渡益非課税とされている（租税特別措置法40条）ところ、原告が交換によって取得した土地を交換の約五ヵ月後に寄付したという事例である。他に譲渡する目的で資産を交換する場合、「同一の用途に供」すという要件を満たさなくなるか、が争われた。一審では、「同一の用途に供」したかの判断に譲渡目的は影響しないと判示されたが、二審では、譲渡目的で交換し資産を一時的・暫定的に保有するにすぎない場合、特段の事情のない限り交換特例の適用はないと判示された。但し、事案の解決としては、原告が元々は交換前の土地を寄付する予定であったところ、地元住民との調整の結果、交換取得土地を寄付することにしたという経緯があったため、交換特例の適用が認められた。

　当時の評釈で、解釈論上の当否としては一審・二審どちらの一般論も無理がない旨、また、結論との無関係性や原告・被告の特殊な利害状況に鑑み二審の一般論は先例的意義を有さないと考えるべきである旨を私は述べた。更に、継続性があるとなぜ譲渡益課税を控えるのか、また、寄付や収用に係る特例が適用される場合
に直前に交換特例を利用することは濫用的なのか、という将来的課題を残した。本稿では、宿題の手掛かりを得るため、規定の背後にあるであろう課税適状の時期に関する感覚について、検討したい。

　以下、第二章で交換特例の沿革・趣旨・裁判例を振り返る。第三章で、所得概念との関係を論ずる。なお、本稿において役職・敬称は省く。「　」は引用のために、【　】は強調のために用いる。

2. 交換特例のこれまで

2.1. 交換特例の沿革

　武田昌輔論文によれば、強制的な転換や法人組織再編成とは関係なく「ある固定資産を他の固定資産と交換をするという場合のその交換について、収益の実現がなかったものとして取り扱うことが認められたのは、昭和24年の国税庁通達であった」とされる
。そして、その経緯について「これがどのような背景のもとに作成されたものであるかは、詳らかではないが、終戦後から始まった著しいインフレによって土地が高騰したのに対して、交換によって生ずる大きなキャピタル・ゲインの発生に対しては、現実に納税が困難であることが考慮されたものと考えられる」
と述べている。

　昭和34年には政令に格上げされ、令13条の6となり、形式的にはこの時点で交換特例に法令上の根拠が与えられた
。また、所得税法については、昭和34年に所得税法施行規則9条の7に規定された
。そして昭和40年の所得税法・法人税法全文改正で、本法中に交換特例が規定されることとなった（所得税法58条、法人税法50条）。本則的なものとしては同一種類同一用途の資産間の交換等に限定して特例を認める一方、政策的な見地から特例を認める場合はその政策意図に応じて弾力的に範囲を定める、ということである
。

　交換特例の出自はインフレ対応・解釈通達であったものの、インフレ収束後存続し続けるにとどまらず寧ろ本法に組み込まれ、より原則的な地位を得るに至った、ということになる。こうした経緯に照らし、交換特例の政策も、特例的なものというより原則的なものとして説明することが期待される。例えば、交換特例は投資の継続の一つの表れであると説明されているように
。

2.2. 交換特例の趣旨

　交換特例の趣旨として、主に二点言われている。第一に、所得税法58条の要件を満たすような交換の場合、「実質的には同一の資産を継続して保有して」いるのと同じであるということ、第二に、交換の場合金銭が流入しないので納税資金の問題があり担税力の観点から酷になりうること、である（特養老人ホーム事件判決文より）。

　但し、継続的保有性のみを述べるだけで、納税資金問題に言及しない説明も少なくない
。不言及が、納税資金問題は理由とならないとするなどの積極的な意図に基づくかどうかは不分明であるが、納税資金問題が交換特例特有であるか、或いは逆に、交換取得資産を担保に供せば納税資金は捻出できるのではないか、という疑問も提起できる。

　コンメンタール法人税法も、法人税法50条についての解説の中で、納税資金（担税力）に言及していない。法人について担税力を問題とするのは奇異でとされたのであろうか。なお、代わりに同書では、継続的保有性に加えて「この差益金は貨幣価値の変動による評価益部分や過大償却等による秘密積立金部分が含まれている点」を理由としてあげている。尤もこれは譲渡益一般に当てはまる問題ともいえる。

2.3. 交換特例の適用場面と要件

　次のような場面を想定する。

　　　　　　⇒　　 　　　　 ⇒　　　　　又は⇒　

　甲　乙　　交　　甲　乙　　転　　甲　乙　　譲　　丙←甲　乙

　｜　｜　　換　　｜　｜　　用　　｜　｜　　渡　　｜　　　｜

　Ａ　Ｂ　　　　　Ｂ　Ａ　　　　　Ｂ’Ａ　　　　　Ｂ　　　Ａ

初期状態：甲がＡ（土地等）を、乙がＢを所有している。

交換：甲と乙が、ＡとＢとを交換する。ここで所得税法58条交換特例適用の可否が問題となる。

転用又は譲渡：甲がＢを以前と異なる用途に供す、またはＢを丙に譲渡する。交換後、間を置かずに
転用・譲渡があると、58条の要件を満たさなくなるのではないか、という問題がでてくる。
　交換特例の要件は次の通りである。

①ＡＢが1項1～5号に列挙されている同種の固定資産である。

②甲がＡを一年以上有していた
。

③乙がＢを一年以上有していた。

④乙がＢを甲との交換のために取得したのでない。

⑤甲がＢをＡと同一の用途に供す。

⑥交換時においてＡとＢとの差額が大きい方の20％以内である。

⑦申告書に交換特例適用の記載があるか、不記載でも「やむをえない事情」がある。

2.4. 交換特例の要件の趣旨と裁判例

　上で列挙した各要件の趣旨とそれに関わる事例は次の通りである。

　①…棚卸資産の譲渡からは譲渡所得が発生せず事業所得が発生する
。事例として、大阪高判平成11年1月26日税資240号274頁・神戸地判平成10年3月25日税資231号283頁（乙が不動産取引を業としているので、Ｂが棚卸資産であった）、国税不服審判所平成10年3月29日裁決事例集42巻113頁（Ａが営業権である場合、列挙された固定資産に当たらない）、国税不服審判所平成7年7月4日裁決事例集50巻77頁（Ｂが乙にとって棚卸資産であった）がある。

　規定の文言が明示的にＡのみならずＢも固定資産であることを要求しているので仕方ないが、Ａが固定資産でありさえすれば甲の所得が事業所得でなく譲渡所得であることになるので、Ｂが固定資産であることを要求する必要は政策論上乏しいのではないか、という疑問が浮かぶ。③④の要件の政策論上の妥当性に疑問符がつくとすれば、尚更Ｂが固定資産でなくても構わないのではないか、という疑問が強まる。

　③…昭和34年法人税法施行令13条の6にあった要件④が、②とは異なる別個の要件であることを確認するために、昭和40年法人税法全文改正の際に明確化が図られた、と解説されている
。つまり④の亜種といえる。事例として、奈良地判平成11年4月21日税資242号184頁（乙がＢを1年以上保有していなかった）
、名古屋高裁金沢支部平成6年10月5日税資206号17頁・富山地判平成4年11月27日税資193号607頁（①③の要件を満たそうとして契約書面上の当事者を乙としたが、別の者との交換契約が成立したものとされた）、国税不服審判所昭和60年2月27日裁決事例集29巻39頁（③の要件を満たさない借地権が交換差金等に当たり、⑥に関し20%を超える）がある。
　④…「税法上特例の対象となる交換は、本来当事者の双方が同一の固定資産を同一の状態において継続使用する場合を想定しているから、取得資産が相手方において交換のために取得したものでないことが必要である」
と解説されている。ところで「双方」である必要があろうか。

　一方で、「これを制限しているのは、本来、従来から有していた固定資産の交換を目的としているものであって、単に交換の特例を適用するために購入したものは除く趣旨である」
、「『交換のために取得したと認められるものを除く』とした趣旨は、実質的な買換えをチェックするためである」
、「実質的買替えを防止する意味で、相手方が『交換のために取得したと認められるものを除く』としている」
といった説明がある。

　他方で、買換えと交換とでは「経済的実態が同一であるのに、売買形式を採用すれば、課税され、交換形式を採用すれば課税がないというのは、果たして妥当であるかどうかについては検討を要すると考える」
という意見もある。

　事例として、大分地判平成1年12月18日税資174号988頁（Ｂは乙が第三者に譲渡担保として提供していたものではなく、右第三者に売渡し、その後右第三者から交換のために再取得したものである）、東京高判平成1年11月30日行集40巻11=12号1712頁・浦和地判昭和63年12月19日行集40巻11=12号1721頁（乙が第三者との売買契約を合意解除し、乙がＢを第三者から取り戻したことが、甲との交換のための「取得」に当たる）、国税不服審判所昭和61年11月29日裁決事例集32巻254頁（Ｂは乙が交換のために取得した）、名古屋地判昭和58年5月16日税資130号426頁（Ａが甲→丙→乙と移転し、Ｂが丁→丙→甲と移転するという法形式を整え、甲丙間での交換特例の適用が企図されたが、甲乙間における交換であると認定され、Ｂは交換を目的として取得した土地であるとされた）がある。

　買換えを適用範囲から外すべきなのであろうか。外国の例を見ると、例えばアメリカの同種交換特例（Internal Revenue Code § 1031: like-kind exchanges）は適用範囲を交換に限定しており実質的な買換えをチェックしようとしている一方、英国の事業資産買換え救済（Taxation of Chargeable Gains Act § 152: Business asset roll-over relief）は明示的に買換えを許容している。アメリカ法に関し或る基本書の設例
を簡略化して紹介する。

　（簡略紹介開始）Aは自分の黒畑をBの白畑と交換することを望み、Bは白畑の売却を望み、Cは黒畑の取得を望み交換対象を持っていないとする。先にCがBから白畑を購入し、次にCがAの黒畑と交換するという手順をとれば、Aは1031条の適用を受ける。逆に、Aが黒畑をCに売却し同時にBから白畑を購入するという場合、1031条の適用を受けない。しかし違いは些細なものではない。後者の手順の場合において、BもしくはCの契約違反がある場合にAはCもしくはBに対抗できないという問題がある。（紹介終り）

　こうした例を見ると、交換と買換えの効果が完全に同一とまではいえない、ということが理解できる。だが、政策論として考える場合、【債権債務関係が相互依存関係にあるか独立の関係にあるかという違いが、課税繰延を許容するか否かという政策にとって、鍵となるのか】という疑問が提起されよう。経済実質的な考慮を持ち込むために、法的な基準に依拠した実現という概念から更に精緻化を試みることが、譲渡益非認識規定の意義である筈のところ、ここでまた法的な基準を重視すべきなのか、という疑問である（尤も、どのような修正を試みようとも、法言語で記述する以上、結局何らかの形で法的な基準にならざるを得ないが）。

　⑤…一般に継続的保有性として説明される。事例として、特養老人ホーム事件（註6）
、静岡地判平成4年9月10日税資192号400頁（ゴルフ練習場用地は宅地との同一性が認められない）、浦和地判昭和61年6月30日税資152号575頁（Ａは畑として賃貸されていたが、交換後Ｂが同一の用途に供していたと認められない）、東京高判昭和57年5月17日税資123号398頁・長野地判昭和56年9月24日税資120号534頁（Ｂを交換後直ちに譲渡した場合に交換特例適用を否定した。但し甲自身も交換特例の適用が無いことを前提としていたので先例的価値は乏しい）、国税不服審判所昭和57年3月26日裁決事例集23号63頁（交換後Ｂが国に収用され、甲がＢを田として利用したのが一時的なものにすぎず、同一の用途に供したと認められない）がある。

　⑥…解説は見当たらないが、交換差金等が一定割合を超えたら交換とはいえないという趣旨であろう。

　コンメンタール所得税法4276頁では、例として、交換譲渡資産が2000万円の土地＋1000万円の建物であり、交換取得資産が1000万円の土地＋2000万円の建物である、という場面が検討されている。この場合、土地についても建物についても交換差金等が50%であり、枠である20%を超えてしまうので、交換特例の適用はないとされる（所基通58-4参照）。尤もこれは交換差金等の割合の問題というよりも、土地と建物を区別して扱うことの問題といえる。

　経済的に見れば、土地と建物を区別して扱って交換特例の適用を狭めるのは、無駄に厳しすぎるのではないか、という疑問が湧くところである。しかし、（所基通58-4が課税当局による解釈論の提示にすぎないとはいえ）現在の民法上の扱いを前提とすれば、解釈論としてはこのような結末も致し方ないと思われる。

　アメリカの1031条に関しても、複数資産の交換については、分解して法が適用される。例えば、200のコンピュータと300の車が譲渡資産、300のプリンターと200の車が取得資産の例が、教室設例として解説されている
。このような例を見ると、分解アプローチをとらざるを得ない例があることが理解できる。が、土地・建物が一体とされるかは私法上の規律を引きずった話であり、日本における扱いは日本の私法の特殊性ゆえでしかない。立法論で対処することについては反対が少ないのではないかとも思われる。

　交換差金等を受けた場合の課税所得の算定について一言する。例えばアメリカ法の下では交換差金等の全額（但し譲渡益部分を上限とする）が課税される（言い方を変えると、交換差金等は先ず譲渡益受取部分に充てられ、残りがある場合に投資資本回収部分に充てられる）。他方日本法の下では交換差金等のうち比例的な部分のみが課税される（言い方を変えると、交換差金等は譲渡益部分と投資資本回収部分とに按分される）。これは数値例で説明した方がよい。Ａの取得費が60、時価が100、Ｂの時価が90、交換差金等が10であるとする。アメリカ法の下では交換差金等の10全額が課税対象となり、交換後のＢの取得費は60である（後に甲がＢを90で売却すると30の譲渡益が実現する）
。日本法の下では交換差金等のうち譲渡益部分に比例的に対応する4（＝10－60×10／(90＋10)）だけが課税対象となり、Ｂの取得費は54（＝60×90／(90＋10)）となる（後に甲がＢを90で売却すると36の譲渡益が実現する）。どちらの方式が理論的に正しいか、ということは断じ難いであろう。
　事例として、福岡高判那覇支部平成10年2月5日税資230号360頁・那覇地判平成9年3月18日税資222号936頁（Ａは交換前に映画館に賃貸されていたところ、交換にあたり映画館の休業補償等の名目で支払われた金員が交換差金であるとされた）、東京地判平成3年12月25日税資187号537頁シュトイエル360号28頁・361号12頁・362号1頁（交換特例の適用を企図せずにした交換につき、土地の価額の認定を改めて、⑥の要件が満たされているとした）、最判平成2年3月29日税資176号443頁・福岡高判宮崎支部平成1年11月6日税資174号530頁・鹿児島地判昭和63年9月30日税資165号986頁（等価交換と見せかけていたが、交換差金3000万円が高額な方の土地の価額である7000万円の20%を越える）がある。

　⑦の事案として、大阪高判平成3年3月28日税資182号840頁・神戸地判平成2年7月25日税資180号363頁（県による土地買収について3000万円までの所得控除が認められるとの説明を受けた後、この買収に関連して甲はＡを県ではない乙との交換に供した。甲は買収と交換を一体のものと誤信し、交換につき確定申告書に記載しなかった。「やむを得ない事情」は認められなかった）がある。

　この他、①～⑦には分類しにくいが、国税不服審判所平成4年9月30日裁決事例集44巻181頁（複数の農地の売買契約を解除し交換したことにしたが、交換が虚偽の取引であるとされた）、最判昭和62年4月21日税資158号195頁・東京高判昭和59年7月18日行集35巻7号927頁・浦和地判昭和57年3月3日行集33巻3号358頁（甲がＡを交換により譲渡した場合の譲渡所得金額算定において、乙がＢを第三者から購入した時の価額を基に算定してよいとされた。一審では乙によるＢの購入価額が高額すぎるとして、原告の請求を認容していたが、二審から逆転した）、大阪高判昭和58年3月30日税資129号602頁・大阪地判昭和57年9月30日税資127号1110頁（交換時の時価には改装費用も含まれる）、国税不服審判所昭和58年5月4日国税不服審判所裁決例集5022頁（甲がＡの所有権を乙に移転することは、乙と共有する土地の乙持分との交換に当たらず、乙持分に相応する譲渡代金を精算するための代物弁済としてなされたものと認められ、交換特例は適用されない）、大阪高判昭和58年3月16日税資129号602頁・大阪地判昭和57年9月30日税資127号1110頁（所得税法58条は憲法14条に違反しない）、千葉地判昭和57年12月22日税資128号745頁（契約書・登記上、甲がＡを丙に売却しその売却代金で乙からＢを買取ったようにみえるが、真実は甲乙間での交換、及び乙から丙への売渡であり、甲は交換特例の適用を受ける）がある。

3. 所得概念との関係

　本章では所得概念と値上がり益課税との関係について整理を試みる。本稿は、所得にまつわる人々の感覚に重点を置いている。が、経済学者が積み上げてきた標準的な理論を無視する意図はない。但し所得概念論争は本書収録藤谷論文（タイトル）に譲り、本稿は値上がり益課税に焦点を当てる。

　まず、包括的所得概念からの乖離を観察し、包括的所得概念に忠実な課税が奇妙な結果をもたらすことを見る。次に、包括的所得概念が内包する不純物を理解し、消費型所得概念を整理における「ものさし」
とすることを試みる。最後に、実現主義や交換特例のものさしからの逸脱を考察する。

3.1. 包括的所得概念・消費型所得概念の不支持

3.1.1. 包括的所得概念・時価主義課税からの乖離

　包括的所得概念に忠実な課税方法は時価主義課税である。値上がり益については、譲渡によって実現するのを待つまでもなく、毎期値洗いして課税すべきということになる。時価主義課税の困難として一般に、執行・評価の困難と納税資金問題が提起されるが、少なくとも土地については、固定資産税等の評価を流用するなど評価の困難を緩和する制度的工夫がありうると指摘されている
。また、交換特例の場面に限らず納税資金問題に関しても、資産を担保に入れて借金すればよい（実際に借金する場合の利子率が市場利子率よりも高くなることにつき調整を要しようが）。

　他にも利子税やアメリカのOIDルール等、効果として時価主義課税に近付ける制度的工夫も考えられないではない
。にも拘らず、時価主義課税は一部（売買目的有価証券に関する法人税法61条の3等）にとどまり、これを原則とすることを人々は望んでいないようである。これは、【自分の資産が値上がりしただけでは課税されたくない】というだけの意味ではなく、【隣人の資産が値上がりしただけでは隣人に課税するのは酷である】【値下がりしただけでは税負担減少を求めるべきでない】という意味でもある。

　従来、実現主義は、仕方なく採られていると理解されてきた。しかし、実現時まで課税を待つのは人々の所得の感じ方に適っているとする議論
など、実現時課税の肯定的側面に光を当てる議論が出現してきた。また、所得概念は「その中にどんな内容を盛り込むのかを我々が決めねばならない道具概念である」（後述）とする議論に触発され、包括的所得概念やそれに適合的な時価主義課税が、できないから採用されないというだけでなく、むしろ、人々の感覚に合わないから採用されないということなのではないか、という疑問を私は抱いてきた。

3.1.2. 包括的所得概念に忠実な課税の奇妙な結果

　李昌煕論文
123頁の例を見ると、包括的所得概念に忠実な課税は人々が到底支持しそうにない。割引率が年10%であるとすると、1年後・2年後・3年後に100ずつもらうこと即ち（0, 100, 100, 100）というキャッシュフローは、(249, 0, 0, 0)というキャッシュフローと等価値である。しかし、包括的所得概念の下での所得は（249, 25, 17, 9）となり、第0年度に249円もらい消費する場合よりも、所得が多いとされてしまう。これは、金銭の時間的価値の課税（或いは利子の二重課税）の問題として知られている。

3.1.3. では消費型所得概念を人々は支持しているのか？

　李論文124頁は「所得という言葉が所詮、その中にどんな内容を盛り込むのかを我々が決めねばならない道具概念であるなら、$（0, 100, 100, 100）という内容が内包されるように所得概念を定めればよいのではないか。この考え方は正しいが、しかし、そのような意味で定義された所得という言葉が意味しているのは、資産の価値が上昇することが所得なのではなく、上昇した価値が現金化されたときにはじめて所得になるということである」「このような税はもはや所得税ではなく消費税である。結局、実現概念は消費税の属性を所得税の中に隠してしまうことで、2つの税制を曖昧に妥協させているのである」と述べる。

　ならば包括的所得概念を捨てて消費型所得概念に基づくべきであろうか。しかし李は講義で刺激的な問いを発する。【ビル・ゲイツとあなたが同じ消費生活をしていたとしたら、彼が幾ら蓄財しているかに関わりなく、税負担も同じであるべきか？】と。なお、この問いは遺産や相続をどう扱うかという問いも派生させるが、これは（もしあれば）別の機会に譲る
。

　さて、消費時まで待つべきか。「現金化」という表現があるが、消費時まで待つということは、現金化されても消費に充てられなければ（再投資されるならば）まだ課税すべきでない、という意味である。現行法は待ってない。資産価値上昇時に課税するのが包括的所得概念であり、消費時まで待つのが消費型所得概念であり、実現概念は「2つの税制を曖昧に妥協させている」という表現は正に絶妙なのである。【実現・現金化の時点で課税する】という内容を表す所得概念が開発されればよかろうが、まだない。

3.2. ものさしとしての消費型所得概念

3.2.1. 学問的整理のベースラインとしてのものさしの探求

　実現時課税に適合的な所得概念が開発されてない中で整理を試みる際、既存の所得概念を利用するしかなかろう。学問的整理において、包括的所得概念は後述する不純物を内包する故に、ものさしに適さないと私は考えている。但し注意書きを要す。包括的所得概念不支持は消費型所得概念支持に直結しない。非効率の原因の数が0にならない限り、効率性の観点に限ってもその数の少なさが優位を示すと結論付けられない。公平の観点も含めれば、望ましい課税方法は更に不明のままである。

　しかし望ましい課税方法は闇の中であると逃げ続けることも生産的でない。税制設計に価値判断が含まれるのは必然であるとしても、価値判断以前の整理を学問が或る程度示すことができれば、貢献的である。ものさしに即した課税が望ましいかどうかというよりも、或る課税方法（現実であれ提案であれ）がものさしからどのように逸脱しているか整理することを試みる。

3.2.2. 理想的ストック課税とその不採用

　資産価値は、当該資産の将来キャッシュフローの割引現在価値とされる。例えば、割引率10％とすると、毎年200の賃料を生む土地の価値は200/1.1＋200/1.12＋200/1.13…＝2000である。ストックとフローとは独立でなく、ストックはフローの関数である。教科書的には或る人のフローに逐次課税することと、生まれた時点で将来キャッシュフローの現在価値として算出されるストックに課税することとは、等しい、といわれる。再分配の観点から、フロー課税への純化、ストック課税への純化という選択肢のどちらが優れているかは断じ難い。が、後者の実行は困難であり、敢えて困難な方をものさしにする必要はない。

3.2.3. フロー課税の文脈における期間とストック

　消費型所得概念はフロー課税への純化を目指しているといえる。但し、二点注意書きする。第一に、所得＝消費と考えればフロー概念が明確化する訳ではなく、消費とその他の概念（投資、移転、滅失）との区別は問題であり続ける（恐らく価値判断も伴う）
。第二に、フロー課税・ストック課税だけで租税公平感を論じ尽くせる訳ではなく、人々の租税公平感はそれ以外の文脈（例えば機会平等等）も視野に入れている可能性がある。この二点が包括的所得概念と消費型所得概念のどちらに有利に働くかは不明である。

　包括的所得概念（一定期間の所得＝消費＋純資産増加）には【期間を区切るという要素】及び【ストックに依拠した要素】がある。フロー課税への純化という視点からは不純物といえる。3.1.2で見た二重課税は、フロー課税の文脈にストック課税を混入させることに由来する。【期間を区切った】【ストック課税】の混入を理解するための好例として、毎年ストックに課税する富裕税、またはそれと類似の機能を果たす税がある。例えばオランダでは、個人所得税におけるボックス3として、総純資産の見なし収益率に基づく課税が導入され、代わりに富裕税が廃止されたという経緯がある
。大雑把ながら、ストックへの低率課税≒ストック見なし増加率への課税≒見なし収益率に基づくフロー課税、の類似性が理解できる。

　不純物即ち悪とは限らず、寧ろ意図的に不純物を取り込んだとされている
。二重課税即ち悪とは限らない
し、金銭の時間的価値の課税は、量的に大した問題でないと推量されている
。現実の租税政策論において二重課税の排除が優先的課題となる訳ではなく、そうした不純物を敢えて導入して何らかの政策的効果を達成しようとする場合のコスト（厚生の損失、執行コスト等）と、同様の効果を目指す別の課税方法に伴うコストとの比較が重要となろう
。

　また、期間を区切ることには実際的意義がある。教科書的には生涯の税負担設計の観点が提示されるが、税制は逐次変更される。天災・戦争等による財政需要の変化は将来予測の問題といえるが、数十年後の日本人がどの程度の再分配を望ましいとするかは将来予測の問題に収まらず、数十年後の日本人の価値判断に委ねられるべきである。税制変更の否定は民主主義の否定である。しかし、税制設計は期間を区切らざるを得ないということが、包括的所得概念と消費型所得概念のどちらに有利に働くか不明である。

　本稿が期間・ストックを不純物と呼ぶのは、それらがない方が良い租税政策となると主張するためではなく、それらがない方がフロー課税に純化した分かりやすいものさしとなると見込むからである。

3.2.4. 消費型所得概念と事前・事後の課税

　消費型所得概念に則った課税方法は複数提案されてきた（賃金税、支出税、Flat Tax、X-Tax、付加価値税等）が、これらを比べる紙幅はない。ここでは、利子の二重課税への処方箋として、投資時に控除せず受取利子に課税しない、または投資時に控除して受取利子に課税する、という方法を想起する
。前者を収益非課税と呼び、後者を即時控除と呼ぶことにする。

　これらの処方箋を値上がり益課税の文脈に当てはめると、どうなるか。割引率10％の世界で、甲の保有するＡの毎年の税引前キャッシュフロー見込みが或る時200から300に突然増え（或る土地の近くに駅ができた場合の開発利益が典型であろう）、同時に甲が乙にＡを譲渡する、とする。無税の世界ではＡの現在価値が2000から3000になるが、税率40％の世界では、Ａの税引後フローがそれぞれ120、180なので、現在価値もそれぞれ1200、1800となる。現行法の下では、甲が600の譲渡益に課税され、乙が毎年300のフローに課税される
。

　収益非課税の下では、Ａの税引前フローが200又は300ならば
、税引後も200又は300である。乙はＡを購入する際に税引後の3000を支払う。乙はＡ購入後の毎年300のフローに対し課税を受けていないように見えるが、税引後の3000を支払ったということは、購入以前に得た5000の賃金に関し2000の税額を納めたということである。

　即時控除の下では、乙がＡを購入する時に支払った3000を控除することができ、1200の税額を節約することができる。購入後、毎年300の所得を得て120の税額を納める。毎年120の税額の現在価値は1200である。乙がＡを購入する以前に5000の賃金を得ていたとすると、購入時点で3000が控除され、課税所得は2000となり、購入時点での税負担は800で済む。残りの税額を購入後に逐次納めていくという形になる。

　前者は事前の視点の課税、後者は事後の視点の課税といえる。なお、収益非課税または即時控除に税制変更すると、甲にたなぼたが生ずるといわれる。上の例では、開発利益等以前に、税制変更によりＡの値段が1200から2000に上昇する。実際上の税制変更によるたなぼた算出は容易でなく、本稿で深入りする余裕はない。

　事前の視点にせよ事後の視点にせよ、課税の効果は同じであると教科書的にはしばしば言われる。しかし甲に着目すると違いがある（そしてその違いは乙にも将来生じうる）。前者の場合、甲はＡを取得した時に納税を済ませているが、突然の値上がり益・1000について課税されていない。他方、後者の場合、甲はＡについてこれまで得てきた毎年200の収入に課税されてきただけでなく、乙に3000で譲渡した時点で3000の所得ありとして課税される（甲が再投資しなければ、であるが）。

　前者が甲を不当に優遇しているかのように一見思われる。しかし、甲が値下がり損を被った場合（天災が典型であろう）、前者の下では既納税額を取り戻せない。これは、リスク投資をどう扱うか、卑近な言い方をすれば賭け事の前と後のどちらに着目すべきか、という問題である
。

　効率性の観点からは、前者も後者も非効率性の原因の一つ（金銭の時間的価値の課税）を同様に排している（但し非効率性の原因が0となる訳ではない）。また、等しい二者を等しく扱い、異なる二者に異なる扱いを施す、という水平的公平
・垂直的公平の概念だけでは、前者と後者の優劣を決しがたい。

　私の知識ではどちらが望ましいか断じ難いが、人々の感覚は事後の視点を支持する傾向があろうと推測される。例えば土地の開発利益について課税の誘惑は強いのではなかろうか
。また、執行の観点からも、二つの点で事後の視点が支持されやすいのではないか。第一に、事前の視点を突き詰めると、生まれた瞬間のストック課税に行き着きかねないが、時の推移とともに変動する財政需要に応じて税負担を課す
には、事後の視点による課税の方が適しているのではないか。第二に、前者の下では非課税とすべき資本所得と課税対象となる労働所得とを区別する必要があり、後者の下では控除される投資と控除されない消費とを区別する必要があるが、前者の方が困難視されるのではなかろうか。日本の現行法下でも事業所得と譲渡所得との区別等の問題があり、北欧などの二元的所得税（資本所得に低めの定率課税、労働所得に累進課税）の下でも特に自営業者について資本所得と労働所得との区別が大きな問題となっていると言われる。

　以上から、消費型所得概念に基づく即時控除がものさしの第一候補に挙げられる。収益非課税や包括的所得概念への参照は場合に応じてとなる。

3.3. 交換特例と消費型所得概念：即時控除

3.3.1. ロックイン効果

　交換特例はロックイン効果対策の一手法ともいえる。交換特例について検討する前にロックイン効果について検討する。

　ロックイン効果は、譲渡益課税批判の論拠とされてきた
。しかし、ロックイン効果が値上がり益を課税対象に含むことに由来するとはいえない。包括的所得概念に忠実な時価主義課税ならばロックイン効果は生じないからである。ロックイン効果対策として時価主義課税をせよというと暴論に聞こえるが、似た主張は国際租税法の分野にある。外国子会社が内国親会社に配当するか否かの戦略に課税が影響を与えないようにするため、課税繰延を一切排せばよいという主張である
。

　他方、即時控除を採用し、値上がり益を課税対象に含めつつ、再投資時に控除するならば、やはりロックイン効果は生じない。ロックイン効果は、値上がり益を課税対象に含むか否かによる問題ではなく、包括的所得概念・消費型所得概念それぞれと課税時期とのミスマッチに由来する。

3.3.2. 交換特例と消費型所得概念との比較

　交換特例について、従来の【値上がり益が実現したけれども実質的に継続的保有なので非認識とする】という説明の他に、即時控除というものさしと比較すると【値上がり益が実現したけれども再投資されているので控除する】という説明も考えられる。再投資全額控除ではなく値上がり益対応部分のみの控除であるが、投下資本部分は甲がＡを取得した時点で課税済である、という整理になる。

　ものさしからの交換特例の逸脱について、居住用資産と投資目的資産とに分けて考察する。

3.3.3. 居住用資産

　甲が交換により取得したＢ（住宅・宅地）に自ら居住するとする。普通、居住用資産の取得は、消費と位置付けられ、投資とは見なされない。Ａの値上がり益について課税を繰り延べることは、投資部分だけ控除するというものさしと比較して納税者に甘くなっているように見える。

　ここで居住用資産の帰属所得を視野に含めると議論は複雑になる。即時控除をものさしとすると、交換特例によって交換時（甲が乙からＢを取得した時）に課税を及ぼさず、逐次帰属所得に課税することが、ものさし通りということになる。

　尤も、ものさし通りの課税をしなければならないということではない。帰属所得を課税所得に含める例はある
が、日本では含めていない。日本法は、居住用資産の取得時に課税し、逐次の帰属所得発生時に課税しない、一種の収益非課税である。賃貸用資産の場合は賃料に課税が及ぶので、居住用資産についてだけの収益非課税である。この前提の下では、ものさしと比較して交換特例は納税者に甘い。

3.3.4. 投資目的資産

　ここでは、甲がＢに自己が居住するのではない場合を広く投資目的と考える。Ｂを賃貸する場合、事業で使用する場合、投機目的である場合等が考えられる。交換特例が適用される場面は即時控除のものさしに沿っているといえる。

　検討課題は寧ろ交換特例の適用範囲の広狭にある。同種同一用途資産の交換に限らず、そもそも交換に限らず、買換えの場合も課税を繰り延べることが、ものさしに沿う。実際、買換えの場合に課税繰延を認める例も珍しくない
。日本法は、所得税法・法人税法では交換の場面に限定し、買換えについては租税特別措置法に規定して特例色を強めている。アメリカ法も基本的には1031条の適用対象を同種資産の交換に限定している。

　ものさしからの逸脱は、人々の租税公平感や執行の観点などからどう整理されようか。

　人々の租税公平感は再投資時の控除を支持しないのであろうか。人々の感覚が現行法に反映しているのか、現行法が人々の感覚に影響を与えているのか、は難題である。消費所得概念論者の議論は説得的に見えるし、彼らの議論に触れた人々が再投資時の控除を支持する可能性はある
。再投資時に控除しないことが真に支持されるか不明であるが、敢えて現状の説明を試みれば、消費にではなく、消費と再投資との選択肢を持つことに課税している（これは包括的所得概念に近付くが、選択肢は時価で評価されない）、となろうか。交換特例が適用される場面は、同一用途に縛られており選択肢獲得に至ってない場面であり、非適用の場面、例えば転用の場面は、同一用途から解放されているので選択肢獲得と同視される、という説明が想起できる。特養老人ホーム事件（大阪高判平成15年6月27日訟月50巻6号1936頁）では、元々寄付目的
でＡを有していたのでＢに変わっても選択肢獲得に至ってないという説明が考えられ、交換後にＢが収用された事例（国税不服審判所昭和57年3月26日裁決事例集23号63頁）では、収用される予定のＢを取得するためにＡを譲渡するということはＡが既に同一用途の縛りから解放されていることを示している、という説明が考えられる。尤も抽象論からここまで具体的な規定・事例にあてはめて説明することにはこじつけ感があり、考えうる説明の一つにとどめるべきであろう。

　執行の観点からはどうなろうか。即時控除をものさしとすると課税繰延自体は原則であり恩恵ではない（但し税率変更の前後では課税時期の操作が重大問題とならざるをえない）ものの、即時控除を野放図に認めれば租税裁定取引の余地を広げかねないという問題がある
。所得の人的移転を許せば累進税率を通じた再分配という政策に支障が生ずる。移転価格等幾つかの経済的実体の考慮要素との関係については、本書収録拙稿「国際的租税回避：タックス・ヘイヴン対策税制（CFC税制）について」第4章を参照されたい。交換特例や買換え特例等が例外的な位置付けであり課税繰延否認を原則的な網として広げているのは、課税繰延に限らない広範囲での租税裁定取引対策としての機能を期待してのことと理解できまいか。無論、納税者の真正な経済活動を妨げないようにすることとのバランスも重要である。このバランスに配慮しつつ、移転価格等幾つかの経済的実体に即した対策規定を整備し、それらの対策規定だけでは不充分な場合の課税繰延否認が利用可能性を検討する、といった具合に考察範囲が広がっていく。結局本稿は宿題を増やして自分の首を絞めているのである。






� 本稿は、引用した文献の他、朝日長野税理士法人での勉強会、及び渕圭吾・藤谷武史・吉村政穂・神山弘行との個人的な議論から、大いに示唆を受けている。感謝申し上げる。勿論本稿の誤りは私に帰す。


� 資産の譲渡とは「有償無償を問わず資産を移転させるいっさいの行為をいうものと解すべきである」(最判昭和50年5月27日民集29巻5号641頁)。


　法形式上の根拠のみならず、実質的にも、交換は「二つの売買契約を単一化した契約であるから、時価で譲渡し時価で買い受けたものとみれば、本質的に差益金について課税問題が生ずる」（武田昌輔監修『DHCコンメンタール法人税法』（以下、コンメンタール法人税法）3075頁）と説明される。


� 課税繰延は他の条文でも規定されていることがある。例えば、収用等に伴う代替資産取得時の特例に関する租税特別措置法33条・65条がある。特定事業用資産の買換えについては、租税特別措置法37条以下及び65条の7以下がある


� � REF _Ref163382991 \r �2.4�の④におけるアメリカ・英国の例を参照。


� Cf. Bittker & Lokken, Federal Taxation of Income, Estates and Gifts, 3rd ed. 1999, ¶44.1.1.


� いわゆる特養老人ホーム事件・大阪高判平成15年6月27日訟月50巻6号1936頁・大阪地判平成14年10月10日訟月50巻6号1945頁の拙稿評釈（ジュリスト1297号166頁(2005)）。


� 国税不服審判所昭和57年3月26日裁決事例集23号63頁。


� 「税法における交換の特例に対する一考察」『中川一郎先生古稀祝賀税法学論文集』349頁以下、355頁(日本税法学会本部、1989)。また、コンメンタール法人税法3075頁も参照。


� 武田・註� NOTEREF _Ref110768140 \h ��8�、356頁。


� コンメンタール法人税法3076頁参照。


� 武田昌輔監修『DHCコンメンタール所得税法』（以下、コンメンタール所得税法）4262頁。


� 参照、武田・註� NOTEREF _Ref110768140 \h ��8�、359頁、コンメンタール法人税法3077頁、税制調査会「所得税及び法人税法の整備に関する答申」（昭和39年12月）。


� 水野忠恒『租税法』211頁(第2版、有斐閣、2005)。


� 判タ1155号202頁、武田昌輔『DHCコンメンタール所得税法』4262頁、村井正『租税法と私法』332頁、占部裕典「交換課税と課税の繰延べ」『金子宏先生古稀祝賀・公法学の法と政策上巻』289頁以下、305頁、水野忠恒『租税法』202頁参照。


� 交換後何日以内の転用・譲渡かという規定はない。が、実務的感覚として（註� NOTEREF _Ref162763627 \h ��1�参照）、三年以上経っていれば概ね安全である一方、一年以内であると「同一の用途に供」すという要件を満たさなくなる危険性が高い、と考えられていたらしい。


� 解説・事例は見当たらない。


� なお、所得分類に関し、コンメンタール所得税法4273頁に「農地等を宅地に造成して譲渡した場合の譲渡による所得は、原則として、事業又は雑所得として取扱うこととされている（基通33-4）」とある。農地を宅地に造成した後宅地と交換した場合については所基通58-7参照。


� 武田・註� NOTEREF _Ref110768140 \h ��8�、360頁。


� 水野忠恒『租税法』第2版210頁註111では要件①の問題とされている。本件で村井正鑑定意見があるそうであるが未確認である。


� コンメンタール所得税法4272頁。


� コンメンタール所得税法4272頁。他、水野忠恒『租税法』211頁註112(第2版、有斐閣、2005)も参照。


� 村井正『租税法と私法』332頁（大蔵印刷局、1982）。


� 武田・註� NOTEREF _Ref110768140 \h ��8�、369頁。


� 武田・註� NOTEREF _Ref110768140 \h ��8�、370頁。


� Cf. Bittker & Lokken, note � NOTEREF _Ref161229798 \h ��5�, ¶44.2.4.


� なお、特養老人ホーム事件では「いつまで」取得土地を譲渡土地と同一の用途に供すかが問題となっていたのに対し、コンメンタール4274頁及び所基通58-8では「いつから」取得土地を譲渡土地と同一の用途に供すかが問題となっている。


� Bittker & Lokken, supra note � NOTEREF _Ref161229798 \h ��5�, ¶44.2.7.


� 英国法の下では買換えが可能であるが、課税部分はアメリカ法と類似する。甲がＡ（取得費60）を100で売却すると譲渡益は40である。90でＢを取得した場合、譲渡益40のうち10だけが現時点で課税され、課税繰延部分は30となり、Ｂの取得費は90から30だけ減少して60となる。


� 白石忠志『独禁法講義』(有斐閣)序文参照。


� Boris I. Bittker, A “Comprehensive Tax Base” As a Goal of Tax Reform, 80 Harvard Law Review 925 (1967). 但し、佐藤和男『土地と課税』(日本評論社、2005)第5章によれば、諸外国では日本におけるほど高頻度かつ正確に地価を把握しようとしているとは限らないようであり、評価の困難は大きいかもしれない。


� 参照、橋本慎一朗「Time-valueとBet――法人税をめぐる金融商品のTax Planning」ジュリスト1276号124頁(2004)。


� Terrence R. Chorvat, Perception and Income: The Behavioral Economics of the Realization Doctrine, 36 Connecticut Law Review 75 (2003). 他、Edward Zelinsky, For Realization: Income Taxation, Sectoral Accretion and the Virtue of Attainable Virtue, 19 Cardozo L. Rev. 861 (1997); David M. Schizer, Realization as Subsidy, 73 New York University Law Review 1549 (1998)等参照。


� 「租税政策の分析枠組み(上下)」ジュリスト1220号119頁、1221号145頁(2002)。


� 端的にいうと【相続課税問題は消費型所得概念の採否と別次元の問題であり、消費型所得概念は相続課税を基礎付けも否定もしない】と私は暫定的に考えている。


� この問題は藤谷論文に譲る。註� NOTEREF _Ref163539531 \h ��52�参照。寄付に関し、藤谷武史「非営利公益団体課税の機能的分析(1-4・完)――政策税制の租税法学的考察――」国家学会雑誌117巻11・12号1021頁、118巻1・2号1頁、3・4号220頁、5・6号487頁(2004-2005)参照。


� Juhani Kesti, ed., European Tax Handbook 2006 (IBFD) p. 487. 


� 註� NOTEREF _Ref163355726 \h ��35�参照。


� 李から【課税ベースがGDPに一致しなければならないとか重なりがあってはならないとかいうことはない】と教えられたことにつき、長らく悩んだが、今の私はこの点につき同意する。


� Joseph Bankman & Thomas Griffith, Is the Debate Between an Income Tax and a Consumption Tax a Debate About Risk? Does it Matter?, 47 Tax Law Review 377 (1992).


� 註� NOTEREF _Ref162763627 \h ��1�後半の示唆による。


� 神山弘行から両処方箋の違いにつき興味深い示唆を受けたが、彼の将来の論文に譲る。


� 甲の600の譲渡益は乙の毎年300のフロー中100の部分に由来しており、二重課税となる。この二重課税の構造は利子の二重課税と同じである（註� NOTEREF _Ref162763627 \h ��1�の示唆による）が、問題の焦点は異なる。乙を観察すると、Ａ購入後、毎年180を消費することができ、その購入時の割引現在価値は1800である。Ａを購入しなければ即時に1800消費することができる。乙が消費するか投資するかの選択について中立的である。甲を観察すると、土地の開発利益のような値上がり益は賭け事の勝利といえる。結局、本文で後述する、事前の視点と事後の視点とどちらを採るかという問題になる（註� NOTEREF _Ref163466401 \h ��44�参照）。一般に、利子の二重課税は消費と投資の選択を歪める点が問題視されるが、値上がり益課税の採否は事前の視点と事後の視点との選択といえる。


　二重課税は寧ろ執行の観点から問題視されると思われる。二重課税が生ずるということは、値下がり損がある場合に二重の税額減が生ずるということでもある。二重課税は租税裁定取引とその対策を激化・複雑化させると考えられる。


� 無税の世界でのフローが200又は300ならば、税率40％の世界では購買力の低下を反映して120又は180になるかもしれないが、この疑問は擱いておく。


� リスク投資に関し、ポートフォリオ調整で課税の効果をどれだけ打ち消せるか、という論点がある。土地の値上がり益について考えると、ポートフォリオ調整が困難な投資であると考えられる。従来、ポートフォリオ調整が可能という仮定の下で、包括的所得概念と消費型所得概念との異同が論じられることが多かった。ポートフォリオ調整が難しい投資に関して、両概念の異同の整理がどう変わるかにつき、本稿は未検討であり、他に譲る。


� 増井良啓「租税法における水平的公平の意義」『金子宏先生古稀祝賀・公法学の法と政策上巻』(有斐閣、2000)171頁参照。


� 欧州では伝統的に制限的所得概念（所得源泉説）の伝統が強く譲渡益原則非課税が珍しくなかったが、英国における開発利益課税の経緯について、佐藤和男『土地と課税』389-392頁参照。なお、現在形で個人所得税に関し譲渡益原則非課税であっても、法人所得税の文脈においては法人の得る所得が譲渡益も含めて事業所得であると見なされて課税対象に含められることが通例である。例えばオランダについて、European Tax Handbook 2006の489頁と477頁参照。制限的所得概念が真に指導原理となっているかにつき疑問も残り、本稿では制限的所得概念を採り上げていない。


� 生まれた瞬間に課税しつつ、財政需要が増大した場合、課税が軽すぎた部分について再度課税するという調整も経済学的には考えられる。法的には憲法84条違反となるが。


� 金子宏『租税法』226頁参照。


� Charles I. Kingson, Taxing the Future, 51 Tax Law Review 641 (1996); J. Clifton Jr. Fleming & Robert J. Peroni, Exploring the Contours of a Proposed U.S. Exemption (Territorial Tax System), Tax Notes, December 19, 2005, pp. 1557-1577; 41 Tax Notes Int’l 217 (16 January 2006).


� オランダについて、European Tax Handbook 2006の487頁参照。住居の市価の0.6％が帰属所得であるとして計算される。


� オランダ、英国の例について、European Tax Handbook 2006の478頁、730頁参照。


� Daniel N. Shaviro, Replacing the Income Tax With a Progressive Consumption Tax, 103 Tax Notes 91 (Apr. 5, 2004)参照。他者から見れば、私が過去書いたものから私も消費型所得概念支持者と見なされようが、私自身は迷いの中にある。


　ところで消費型所得概念は、資本所得に課税せず労働所得のみに課税するという点が嫌われる傾向がある。� REF _Ref163525571 \r \h ��3.2.4�の収益非課税、即時控除の数値例を見ると、乙の賃金5000が課税ベースとなっていることが分かる。即時控除の下では、控除対象投資額に人的資本への投資（食費、生活費、勉強費用等）が含まれない。普通、人的資本への投資は消費とされる。が、モデルの中で投資を消費と言い直せば経済的実体としての問題が消える訳ではなく、物的資本（人的資本以外の資本）への投資と人的資本への投資の選択を歪める。労働所得のみへの課税という主張は、課税に伴う非効率等の問題を人的資本のみに押し込むという主張と解釈できる。物的資本課税に伴う非中立を排す代わりに、物的資本・人的資本の選択の非中立を許容するという主張ともいえる。物的資本と人的資本は中立的に扱うべきか。人的資本への投資を控除すれば、課税ベースが著しく狭くなる。勝者から敗者への再配分と、経済的レント部分への課税となろう。これは効率性と公平の観点から魅力的に映るが、必要な税収を賄えるか心許ない点と執行（特に投資と消費との区別）が困難な点がネックとなる。物的資本も殆どは（土地等の自然物以外は）人的資本が転化したものである（例えばビルは人が作った物である）、ということが労働所得のみへの課税という主張を支えていると解せようか。


� 原則として寄付は消費に含まれるので、厳密には【優遇の趣旨に適う寄付の目的】となる。


� 損失の利用につき、増井良啓『結合企業課税の理論』(東京大学出版会、2002)参照。「「税制研究会」コンファレンスの概要」フィナンシャル・レビュー2002年10月号192頁でも、租税法学者（佐藤英明、増井良啓）は、公平や所得概念よりも、租税裁定取引対策を重視していると読める。





